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【要旨】 

本研究では、ウイルス濃度の基準値設定に際してその課題抽出や再生処理技術によるリスクの低減効果を評価

することを目的に① 再生水利用促進手法の提案、② 水質基準を設定するための課題抽出とその解決手法の提案、

③ 再生処理技術におけるウイルス除去効果の明確化とリスク管理手法の提案を行った。その結果、再生水利用促

進のためには、「個人のリスク認知」を進め、可能な限り正確でわかりやすい安全性の保証を周知徹底する手法が

最も効果的であると判断された。再生処理技術の評価においては、再生水処理技術として、PAC 添加前処理と膜

ろ過処理の組み合わせによる NoV 除去性を検討した結果、MF 膜、UF 膜での除去性は PAC 添加量の依存傾向が

異なり、最適 PAC 添加量の設定が重要であることが分かった。 
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1．はじめに  

温暖化による気候変動等に伴い、世界的に水不足

が懸念されている現在、下水処理水は安定した水資

源として位置づけられる。下水再生水は渇水時にも

安定的に供給が可能であり、世界的にその利用が注

目されている。また、親水・修景用水等の利用も進

んできている。さらに、企業における CSR 活動の一

環として下水処理水の再利用に関心が高まりつつあ

る。一方、下水処理水におけるウイルスの知見が集

積されてきており、社会的関心が高まっている中で

下水処理水の再利用が行われているが、ウイルスに

関する水質基準値は設定されていない。下水処理水

の再利用を促進する上で衛生学的安全性の担保は重

要な因子であることから、ウイルス濃度の基準値を

設定するための課題抽出や再生処理技術の評価が望

まれている。 

現在、我が国における下水処理水年間 147.1 億 m3

のうち、再利用量は約 2.0 億 m3、再生水利用率は約

1.4%と低水準 1)であり、下水処理水の再利用促進が

望まれる。今後、水量・水質の双方からの水環境の

改善と都市内水資源の有効活用が求められている。

下水処理水の再利用にあたり、特に再生水利用時に

おける病原微生物による感染リスクの管理は重要で

ある。現在「下水処理水の再利用水質基準マニュア

ル」により水質基準や施設基準等が提示されており、

衛生学的な安全評価のため大腸菌、大腸菌群を中心

に管理が行われている。しかしながら、病原微生物

の知見の集積により病原微生物による水系感染症の

課題が明らかになってきている。特に下水および下

水処理水から、年間を通して検出されるノロウイル

ス(以下、NoV と記す)は、調査検討すべき病原微生

物である 2), 3)。 

再生水の処理技術としては、海外では都市下水の

再生利用は増加傾向にあり、その処理技術として膜

処理技術が普及・発展している。一方、国内の再生

水利用率は 1.4%にとどまっており、限られた資源で

ある水を有効利用し持続可能な社会を実現するため

にも再生水処理技術の評価と再生水の利用促進がカ

ギとなる。 

本研究では、下水処理水の再利用を促進する上で

水質性状、特にウイルス等に関する衛生学的安全性

を向上させるため、ウイルス濃度に関する水質基準

値設定に関して、その課題抽出や再生処理技術によ

るリスクの低減効果を評価した。具体的には既往の

再生処理術を対象に、微小懸濁物質とウイルス除去

の関係に着目し再生水の利用促進の向上および安全

リスクの信頼度向上を図ることを目的とし、以下の

3 項目について検討を行った。 

① 再生水利用促進手法の提案 

② 水質基準を設定するための課題抽出と 



その解決手法の提案 

③ 再生処理技術におけるウイルス除去効果の明

確化とリスク管理手法の提案 

 本研究における研究スキームを図 1 に示す。 
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図1 本研究の研究スキーム 

 

2．阻害要因  

再生水利用促進手法の提案を行う際、まず再生水

利用時の阻害要因の分析を行った。本節においては、

今後、外的要因が変化し再利用の導入を検討する際

に、導入の制限となる可能性がある要因の構成要素

の同定と対策について先行事例の取り組みを抽出の

後、再生水利用促進のための要因分析を行なった。 

阻害要因分析の検討は、文献調査、現地調査、ヒ

アリングにより課題の抽出を行った。まず、文献調

査 4)より、４カ国（米国、オーストラリア、イスラ

エル、日本）、22 の再生水利用プロジェクトを対象

に「市民の容認度」と、オーストラリアの事例を対

象に「容認に関わる要因」を調査し、各国の利用用

途と容認度の関係をまとめた。 

米国や豪州の事例で「反対」する回答者の割合は、

ゴルフ場散水は 2-7%、家庭水洗利用は 3-13%、野

菜への畑地灌漑は7-31%、洗濯用水利用は22-30%、

シャワー用水利用は 37-52%、調理への利用は

55-62%、飲用利用は 56-74%である。イスラエルの

事例 5)では、「支持」する回答者の割合は、修景利用

95%、水洗利用 85%、消火用水利用 96%、洗濯用水

利用 38%、飲用利用のための地下浸透 11%であった。

国内 6), 7)では、5 箇所の調査において、「支持」する

回答者の割合は、水洗用水利用で約 93%、修景用水

で約 86%、親水用水で約 60%であった。図 2 に各国

の利用用途と再生水利用の容認度の関係を示す。 

水洗用水は、いずれの地域においても、支持の割

合が高く、各国間での差は小さかった。また、用途

毎の接触可能性の高低と支持率の間には、相関が見

られ、接触に対する不安感の寄与が伺われる。しか

しながら、地域の特定の課題に取り組むための特定

の提案となると、接触の程度ではなく、その目的が

大きく寄与する事例も報告されている 8)。 

再生水利用促進においては市民の承諾が重要な要

素であり、再生水利用促進のためには、「個人のリス

ク認知」を進めることは市民の承諾を得る上で有効

であることが確認され、今後の外的環境の変化によ

り再生水利用の必要性が高まり、その必要性が行政

の努力により市民へ理解が進んだ場合に、リスクコ

ミュニケーションなどにより可能な限り正確でわか

りやすい安全性の保証が有効となると考えられた。 

 

3．水質基準を設定するための課題抽出 

再生水の有効利用時の包括的な安全管理手法とし

ては、実際に現場で適用する際に必要な要件として

以下の諸点を満たすことが必要である。 

・科学的知見に基づき、想定される危害（課題）

に対する安全管理を行うこと 

・現場で容易に適用可能な手法であること。即ち、

体系化、文章化（マニュアル化）された管理手

法であること 

 ・リスク管理計画は、地域要件に応じたカスタム

メイドであっても、その策定手法は汎用的であ

ること 

上記、要件を達成するために、本研究では、食品・

飲料水のリスク管理手法として推奨されている
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図 2 各国の利用用途と容認度の関係 
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HACCP(Hazard Analysis and Critical Control 

Points)の考え方に基づくリスク管理計画の適用が

有効と判断し、特に微生物学的リスクの観点からリ

スク管理スキームの枠組みを構築した。図 3 に再生

水の利用用途の一つとして農業用水利用(水稲栽培)

を対象とした、水利用に関するプロセスフローを示

す。 

3．1 再生利用時の重要管理点の決定と管理手法の

提案 

 図 3 のプロセスフローより、表 1 に示す重要管

理点選定とハザード別のリスク管理リストを示す。

図 3 に示した、農業利用時の各工程において、重要

な危害要因となる項目に対して、定量的病原微生物

リスク評価（QMRA）により、不確実要素（変動が

大きい）項目が、農業利用時における重要管理点

(CCP)となる。各項目（ハザード）に対する、リス

ク管理手法（予防措置）を提案した。 
 

4．再生処理技術におけるウイルス除去効果 

の明確化 

再生水処理技術として、現在、主に下水二次処理

水を再生水原水とし、砂ろ過＋塩素、膜ろ過等の高

度処理が用いられている。これらの再生水処理技術

を評価する方法として、ウイルスの除去性を把握す

ることで処理性能を評価する方法が挙げられる。 

下水処理水中のウイルスは、しばしば粒子に付着し

図3 再生水の農業用水利用に関するプロセスフロー 
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表1農業用水利用（水稲栽培）における ハザード別のリスク管理リスト 



ている場合があり、9), 10)、粒子の種類によっては、

化学消毒や紫外線消毒において、消毒効果を低下さ

せることが知られている 11)。また、MF 膜や UF 膜

のろ過処理は、粒子の補足能力が極めて高い一方で、

膜の微粒子などによる目詰まりが起こりやすく、膜

ろ過装置の運転方法や膜の物理的洗浄や薬品による

洗浄等のノウハウが重要であることが知られている

12)。このため、処理性能を評価するにあたり、下水

処理水中または再生水中のウイルスと粒子の関係を

把握するこが重要である。 

そこで、平成 22 年度は、粒子とウイルスの関係

の解明に向け、下水中、二次処理水中の懸濁物質の

粒径の分布を全体と微小な懸濁物質に分けて把握す

ることを目的に検討を行った。また、同一の実下水

を用いた下水処理プラントにおける懸濁物質とウイ

ルスの除去の実態調査を行った。 

平成 23 年度は、過年度の研究成果より、NoV を対

象に粒子の付着状態を把握するために、孔径の異な

るフィルターを用い、粒子を分画しウイルス濃度を

定量し検討を行った。 

平成 24、25 年度は、23 年度の結果より、１μm

未満の粒子の除去を行うことが NoV 除去に効率的

であると考えられたため、前処理として凝集沈殿を

行った後に、MF 膜、UF 膜処理による NoV の除去

性を検討した。 

以下に平成 21～25 年度までに得られた研究成果

を示す。なお、NoV の定量は文献 13),14)に準拠して

Real-time PCR 法にて定量した。 

4．1 下水中、二次処理水中の微小懸濁物質径の分

布の測定方法の検討（H22） 

微小懸濁物質径の分布の把握には、電気的検知帯

法(Electrical sensing zone method, ISO 13319, 

Multisizer 4.0, Beckman Coulter, Inc.)を用いた。

本法は、懸濁物質の電気抵抗を利用し、分析試料中

の粒子 1 個ずつの体積を測定し、球形に換算した粒

子径ごとの粒子数を出力する方法である。なお、本

方法は、下水や環境水中への検証・適用実績が多数

報告されている 15)～24)。本報告において、微小懸濁

物質とは、生物処理に大きく影響を受けるとされて

いる 10-20μm 以下の粒子 25)を指すこととし、分析

機の細孔は 20μm（標準測定範囲：0.4-12μm）を

用いることとした。 

標準物質が添加された試料の測定された粒子の体積

は、超純水に添加された Polystyrene が標準物質よ

りも大きいピーク径で発生し、下水処理水を用いた

場合などのそれ以外については、0.5μm もしくは

それより幾分大きい範囲でピークが検出された。こ

の結果より、下水処理水中の粒径区分は大半が 1μ

m 未満の粒子の状態で存在していることが明らか

となった。 

4．2 下水処理プラント実験 (H.22) 

同一の実下水を用いた下水処理プラントにおけ

る懸濁物質とウイルスの除去の実態を把握するため

に図 4 に示す、SRT の異なる下水処理プラントの処

理水中の NoV 濃度および懸濁物質の粒径分布を定

量した。NoV は、孔径 20μm のフィルターでろ過

したろ液、孔径 1μm のフィルターでろ過したろ液

の NoV GII の濃度を定量し、粒子区分毎の NoV 濃

度を把握した。表 2 にフィルターでろ過した際のノ

ロウイルス濃度と SS 濃度、図 4 に 孔径 20μm の

ふるいでろ過した下水処理水の懸濁物質の粒径分布

を示す。 

調査結果より、0.4～1μm の懸濁物質の体積の合計

は、系列 A の 0.045 mm3/mL、系列 B の 0.029 

mm3/mL であった。SRT が長くなると微小懸濁物

質の除去性が向上することが推測された。SRT の違

いによる NoV の濃度の差は確認されなかった。 

図4 下水処理プラントの概略図 

 

表3フィルターでろ過した際のNoV濃度とSS濃度 

Run A Run B
SS in filtered effluents by 20 m pore size 
filter (mg/L) 0.6 0.1 
Norovirus genogroup 2 in filtered effluents
by 20 m pore size filter (copies/L) 4.6×104 3.2×103

Norovirus genogroup 2 in filtered effluents 
by 1 m pore size filter (copies/L) 1.5×105 2.6×105
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4．3 各処理水の粒度分布と粒子区分毎の NoV の

存在実態（H.23） 

処理方式が異なる処理水の微小粒子区分毎におけ

るウイルスの存在実態の把握を目的に、標準的な活

性汚泥法二次処理水と生物学的高度処理法処理水を

対象とした。二次処理水は A 下水処理場内のパイロ

ットプラント処理水、高度処理水は A 下水処理場に

おける A2/O 法、修正 Bardenpho 法、循環式硝化脱

窒法とし、凝集剤添加活性汚泥法の処理水も含めた。

また処理水の採水と同時に流入下水の採水も行った。 

採水時期は平成 23 年 1、2 月の流域の感染胃腸炎

患者報告数が多い時期とした。 

一例として、図 5 に高度処理水、A2/O 法処理水

の粒度分布と粒子区分毎の NoV 存在割合を示す。 

流入下水、パイロットプラント処理水、凝集剤添加

活性汚泥法処理水では 1μm 以上の粒子を除去すれ

ば、GI、GII とも概ね 60％程度、NoV を除去する

ことが可能となるが、残りの 40％は 1μm 以下の微

小粒子態に存在し、特に 0.4μm 以下に最大で 35％

程度、NoV が残存している可能性が示された。生物

学的高度処理（A2/O 法、修正 Bardenpho 法、循環

式硝化脱窒法）では、粒子径が 1μm 以上の粒子と

0.4μm~1μm未満の粒子を除去してもNoVの残存

濃度がほぼ同等であることから、0.4 μm 未満の微

小粒子を除去する必要があると考えられた。よって

二次処理水を再生水として利用する際、特に高度処

理水を原水として使用する場合、1μm 以上の粒子

を除去するより、1μm 以下、特に 0.4μm 以下の

微小粒子を除去する方が効果的にウイルスを除去

できると考えられた。 

4．4 膜ろ過処理による NoV 除去性の検討(H24-25) 

高度処理水を原水とした場合、0.4μm 以下の微

小粒子を除去する方が効果的にウイルス除去できる

と考えられたため、再生処理技術として、海外で実

績があり、今後、促進・発展が期待される膜処理技

術に着目し、微小懸濁物質とウイルス除去との関係

を明らかにすることを目的とした。 

23 年度の研究成果から、1μm 未満の粒子に約

20％程度 NoV が残存している可能性が見出せたこ

とから、24-25 年度では MF 膜、UF 膜を用いた膜

処理による NoV の除去性を検討した。図 4 に示す

膜モジュール装置を用い、前処理としてポリ塩化ア

ルミニウムによる凝集沈殿を行い、その後膜処理を

行った。 

4．4．1 実験材料と方法 

a) 原水 

 前処理および膜処理による除去効果を的確に把握

するためには、原水中の NoV 濃度が比較的高濃度

で存在することが望ましい。そこで、本実験におい

ては、A 下水処理場の流入下水とパイロットプラン
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図 5 A2/O法処理水の粒度分布と粒子区分毎のNoV存在割合（上段:1月採水、下段:2月採水） 



トの活性汚泥を用いて疑似処理水を作成し、本実験

の原水とした。疑似処理水は、流入下水 16L 中に活

性汚泥を 4L 投入し、約 1 時間曝気を行い、活性汚

泥を沈降させ、その上澄みを疑似処理水とした。作

成した疑似処理水の水質は、SS=5.5 mg/L、

CODCr=50 mg/L、NoVGI=2.66×107 (copies/L)、

NoVGII=1.51×106(copies/L)であった。 

b) 前処理 

 前処理として、一般に市販されているポリ塩化ア

ルミニウム（PAC）を用い、ジャーテスターにて凝

集沈殿を行い、その上澄み水を膜ろ過した。PAC 添

加量は、アルミ濃度で約 2～12mg-Al/L になるよう

に添加した。攪拌は、G 値が約 800(s-1)に設定し、

急速攪拌 10(s)、緩速攪拌 20(min)行い、60 分間静

置後の上澄み水を試験水として用いた。 

c) 膜モジュール 

 実験には、MF 膜(膜材質：ポリフッ化ビニリデン

（PVDF）、公称孔径=0.45μm、有効膜面積＝

120cm2)と UF 膜（膜材質：ポリアクリロニトリル

（PAN）、分画分子量=50000Da、有効膜面積＝

170cm2)の膜材質、膜種の異なる 2 種類の膜を用い

た。ろ過水量は全ての実験系で 500mL となるよう

に膜間差圧を調整した。 

ｄ）実験方法 

公称孔径、分画分子量、材質の異なる膜モジュー

ルを用い、異なる前処理条件下での膜処理による

NoV 除去性の把握を試みた。図 6 に示す、膜ろ過装

置を用いた。実験は回分式にて行った。PAC 添加の

み、PAC 添加後の凝集沈殿上澄み液を MF 膜、UF

膜に通水し、膜処理水を得た。 

e) 実験結果 

 図 7に各実験条件におけるNoV除去特性を示す。 

PAC 添加のみでは、NoVGI は、添加量を増加する

と除去率が向上するが、6mg-Al/L 以上の添加量を

超えると除去率が低下することが確認された。一方

NoVGII は、2mg-Al/L の添加では、除去率が向上し

なかったが、４mg-Al/L 以上の添加で概ね 2Log 程

度の除去が期待された。PAC添加＋MF膜処理では、

GI、GII ともに PAC 添加量に比例して MF 膜処理

後の NoV の除去率が向上傾向にあるものの、GI、

GII に関しては PAC のみ添加時同様に最適な添加

量が存在する可能性が示された。また、PAC 添加＋

UF 膜処理では、GII に関しては PAC 添加

=2mg-Al/L を除き、全ての実験系で不検出であった

ため、PAC 添加効果を明確に判断することは出来な

かった。一方、GI に関しては PAC 添加量が

4mg-Al/L 以上になると除去率が低下する傾向が確

認された。 
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図6 膜ろ過装置 
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 ＊図中の白抜きは、不検出データ（仮値として、

Real-time PCR 法にて 1copy/tube 検出されたと仮定）

 図 7 PAC 添加による凝集沈殿＋膜処理による 

    NoV 遺伝子減少割合 (上段：NoVGI, 下段:NoVGII) 



以上より、NoVGI は PAC 添加量が 0～2mg/Al/L

の前処理で UF 膜処理を行うことで、4Log 以上の

除去が見込まれた。NoVGII は PAC 添加量に依らず、

UF 膜処理で 3Log 以上の除去が見込まれた。また

MF 膜、UF 膜処理を行う場合、処理水量の増加な

らびに膜処理の運転性能を低下させないため、前処

理として PAC を添加する際、最適な添加量が存在

することが明らかとなった。特に NoVGI の除去を

考えた際は、PAC 添加量に依存して MF 膜、UF 膜

での除去性が異なるため、最適 PAC 添加量の設定

が重要であることが分かった。  

 

5．まとめ 

本研究では、下水処理水の再利用を促進する上で

水質性状、特にウイルス等の衛生学的安全性を向上

させるため、ウイルス濃度の基準値設定に関する課

題抽出と再生処理技術によるリスクの低減効果を評

価した。得られた成果は以下の通りである。 

1） 再生水利用促進においては市民の承諾が重要

な要素であり、再生水利用促進のためには、

「個人のリスク認知」を進めることは市民の承

諾を得る上で有効手法であることが確認され

た。 

2） 食品・飲料水のリスク管理手法として推奨され

ている HACCP(Hazard Analysis and Critical 

Control Points)の考え方に基づくリスク管理

手法？の適用が有効と判断し、特に微生物学的

リスクの観点から再生水利用システムにおけ

る重点管理点(CCP)を特定するとともに、各プ

ロセスで想定されるハザードに対して、リスク

評価に基づく管理手法を提案した。 

3） 下水処理水中または再生水中のウイルスと粒

子の関係を検討した結果、高度処理水を原水と

して使用する場合、1μm 以下、特に 0.4μm

以下の微小粒子を除去することも重要である

ことが明らかになった。 

4） 再生水処理技術として、PAC 添加前処理と膜ろ

過処理の組み合わせによる NoV 除去性の検討

した結果、PAC 添加量に依存して MF 膜、UF

膜での除去性が異なるため、最適 PAC 添加量

の設定が重要であることが分かった。  
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Abstract 

This study aims to extract out critical issues in setting up the standard value of virus in reclaimed water, and to evaluate the effectiveness of 

risk reduction by reclamation technologies. The following subjects were examined.  

1: To propose promotion methodologies for the reclaimed water use, 

2: To extract out issues in setting up the water quality standard of virus, and to make a proposal of its solution, and 

3: To clarify the virus reduction performance of several reclamation methods and to propose the risk management methodology. 

It was known that promotion of "Risk self cognition" and the acknowledgement of the guaranteed safety in an exact and easy manner were 

most effective. In the evaluation of reclamation technology, Norovirus reduction characteristic by combination of PAC addition 

pre-treatment and membrane filtration treatment was examined, and it was revealed that Norovirus reduction characteristics by 

micro-membrane filtration and ultra-membrane filtration depended on the amount of PAC addition and the setup of the optimal addition 

amount of PAC was important. 
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